
�愛媛県告示第１１０７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労政課並びに西

条市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）フレスポ西条店�
西条市新田字市塚新田１６２番２他１０筆

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

大和リース株式会社

大阪府大阪市中央区農人橋２丁目１番３６号

代表取締役社長 梶本 六夫

オリックス・アルファ株式会社

東京都港区芝３－２２－８

取締役社長 坂本 修二

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社ベスト電器

福岡市博多区千代６丁目２番３３号

代表取締役社長 有薗 憲一

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２０年１月１８日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

３，９２５．８８平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

２０６台

イ 駐輪場の収容台数

１１５台

ウ 荷さばき施設の面積

６６．０平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

１０９．１９立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

株式会社ベスト電器

開店時刻 午前９時 閉店時刻 午前２時

テナント未定（Ｃ棟－�）
開店時刻 午前９時 閉店時刻 午前０時

テナント未定（Ｃ棟－�）
開店時刻 午前９時 閉店時刻 午前０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時３０分から午前２時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

３箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

荷さばき施設�� 午前９時から午後６時まで

荷さばき施設�� 午前９時から午後４時まで

２ 届出年月日

平成１９年５月１７日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

� 目 次 �
告 示

○ 大規模小売店舗の新設の届出の概要等…………………………………６９２

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等…………………………………６９３

○ 漁業の許可又は起業の認可の申請期間（２件）………………………６９３

○ 建設業者の許可の取消し…………………………………………………６９３

○ 道路の区域変更（県道壬生川丹原線）…………………………………６９４

○ 道路の供用開始（県道今治丹原線）……………………………………６９５

○ 道路の供用開始（県道朝倉伊予桜井停車場線）………………………６９５

○ 道路の区域変更（県道今治波方港線）…………………………………６９５

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………６９５

○ 道路の供用開始（県道松山東部環状線）………………………………６９５

○ 道路の区域変更（県道美川松山線）……………………………………６９６

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………６９６

○ 道路の区域変更（県道平野坂戸線）……………………………………６９６

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………６９６

○ 道路の供用開始（県道久万中山線）……………………………………６９７

○ 道路の区域変更（県道城辺高茂岬線）…………………………………６９７

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………６９７

○ 道路の区域変更（県道網代鳥越線）……………………………………６９７

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………６９７

公 告

○ 職業訓練指導員試験の実施………………………………………………６９８

選挙管理委員会告示

○ 愛媛県選挙公営実施規程の一部改正……………………………………６９８

○ 愛媛県選挙事務執行規程の一部改正……………………………………７００

雑 報

○ 公示送達……………………………………………………………………７０４

告 示

発 行 愛 媛 県

毎週（火・金）曜日発行 第１８７１号 平成１９年６月１９日
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媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部

商工労政課並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に

供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第１１０９号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成１９年６月１９日から７月３日まで

�������
�愛媛県告示第１１１０号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は起

業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成１９年６月１９日から７月３日まで

�愛媛県告示第１１０８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産

業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

パルティ・フジ北条 松山市北条辻２２５－
３ 駐車場の位置及び収容台数 ９９台 ７３台 平成２０年

２月４日
平成１９年
６月４日

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ６箇所 ５箇所

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１１１１号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般・特－１８）第１４２９号 平成１８年
５月２３日 �松崎建設 松崎 覚則 南宇和郡愛南町福浦６３１ 平成１９年

５月１日

土木工事業
とび・土工工事業
水道施設工事業
管工事業

建設業の廃止

愛 媛 県 報平成１９年６月１９日 第１８７１号

６９３
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�愛媛県告示第１１１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（般－１４）第９４４７号 平成１４年
５月２４日 イトーキカイ� 伊藤 章善 東温市見奈良１６５２ 平成１９年

５月１日 機械器具設置工事業 建設業の廃止

（般－１７）第１４７１０号 平成１８年
２月８日 �創夢住建 山本 守厚 松山市南久米町５５８－１ 平成１９年

５月１日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１４）第１５０５１号 平成１４年
６月２４日 �橋田組 橋田 弘 松山市味酒町２－１３－１０ 平成１９年

５月１日 土木工事業 建設業の廃止
（一部）

（般・特－１７）第１３１３３号 平成１７年
７月２５日 �松田工業 松田 頼明 八幡浜市川之内２－７－

１
平成１９年
５月８日

建築工事業
管工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１４）第１４５２８号 平成１４年
１１月２８日 �ビル・リフォーム 大森 史朗 松山市竹原町１－７－１ 平成１９年

５月８日 土木工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１４）第１０１７号 平成１４年
６月２０日 光建設� 新居田政重 今治市大西町宮脇甲５０３

－１
平成１９年
５月９日

管工事業
造園工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１４）第９４７号 平成１４年
６月１日 �四国エレベータ 日田 清次 松山市竹原４－２－３４ 平成１９年

５月１４日 機械器具設置工事業 建設業の廃止

（特－１４）第１５０４９号 平成１４年
６月２０日 �西国工務店 西國 則一 西宇和郡伊方町塩成２０５３

－１
平成１９年
５月１５日 建築工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－１８）第３号 平成１８年
５月１日 �協和電気商会 小禄フミ子 新居浜市若水町２－１－

１７
平成１９年
５月１６日 管工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－１８）第４９３号 平成１９年
１月８日 西原建設� 西原 真男 四国中央市寒川町３３８０ 平成１９年

５月１６日
土木工事業
水道施設工事業 建設業の廃止

（般－１５）第１４２１３号 平成１６年
３月２日 萩生建設� 日浦 清一 伊予郡砥部町拾町９２－２ 平成１９年

５月１６日 とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－１５）第１５４９６号 平成１６年
２月２６日

�サン・エンバイロメン
ト 旭 清之 松山市来住町１２７９－１ 平成１９年

５月１６日

土木工事業
とび・土工工事業
管工事業
しゆんせつ工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１６）第５１２９号 平成１７年
３月２６日 吉村建築 吉村 寛 南宇和郡愛南町中川１２０２ 平成１９年

５月２２日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１５）第１５３８１号 平成１５年
８月２０日 �今建 日浅 左絵 今治市町谷甲６８１－１２ 平成１９年

５月２２日
土木工事業
電気工事業 建設業の廃止

（般－１７）第１４６５７号 平成１７年
１１月２２日 岸工務店 岸 博文 四国中央市土居町天満２５

３１
平成１９年
５月２３日 建築工事業 建設業の廃止

（法人成り）

（般－１７）第１２１５７号 平成１８年
１月５日 �承兵 片岡多賀志 松山市上伊台町乙１９８－

１
平成１９年
５月２５日

土木工事業
とび・土工工事業
ほ装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１８）第８００２号 平成１８年
１２月１日 �のもと 野本 勝久 西予市宇和町卯之町３－

２８１
平成１９年
５月２９日 内装仕上工事業 建設業の廃止

（特－１４）第１０６２号 平成１４年
７月９日 加栄建設� 樽井 功 松山市土橋町１７－２ 平成１９年

５月２８日
ほ装工事業
しゆんせつ工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１４）第４６８８号 平成１４年
６月１７日 �兵頭組 兵頭 利弘 四国中央市中曽根町１７０４

－２
平成１９年
５月３１日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業
ほ装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 壬生川丹原線
西条市北条１６５１番２地先から

同市北条１６２８番１まで

旧 １８．４～３２．０ ０．３１８

新 １８．４～３４．２ ０．３１８

愛 媛 県 報平成１９年６月１９日 第１８７１号

６９４
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�愛媛県告示第１１１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１１６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１１７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 今治丹原線
今治市朝倉北甲４７２番地先から

同市朝倉北甲３８７番４まで
平成１９年６月１９日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 朝倉伊予桜井停車場線
今治市朝倉北甲４２５番２から

同市朝倉北甲４２３番７まで
平成１９年６月１９日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 今治波方港線
今治市阿方字幸部田甲１９９番７から

同市阿方字幸部田甲２０８番７まで
平成１９年６月１９日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 今治波方港線
今治市阿方字幸部田甲１９９番７から

同市阿方字幸部田甲２０８番７まで

旧 ７．５～４５．０ ０．１３５

新 ７．５～８．５ ０．１３５

愛 媛 県 報平成１９年６月１９日 第１８７１号

６９５
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�愛媛県告示第１１１８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１１９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１２０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１２１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山東部環状線
松山市吉藤五丁目１０４３番３から

同市吉藤五丁目乙１５８番１地先まで
平成１９年６月１９日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 美川松山線
上浮穴郡久万高原町有枝２８４６番２から

同町有枝２８３３番まで
平成１９年６月１９日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 美川松山線
上浮穴郡久万高原町有枝２８４６番２から

同町有枝２８３３番まで

旧 ４．４～１６．１ ０．２２８

新 １０．６～３９．０ ０．２０７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 平野坂戸線
西予市宇和町窪２１番２から

同町伊崎４番２まで
平成１９年６月１９日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 平野坂戸線
西予市宇和町窪２１番２から

同町伊崎４番２まで

旧 ３．５～１７．２ ０．１３７

新 ８．５～１５．０ ０．１３７

愛 媛 県 報平成１９年６月１９日 第１８７１号

６９６
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�愛媛県告示第１１２２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１２３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１２４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１２５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１２６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久万中山線 喜多郡内子町臼杵１１５３番３ 平成１９年６月１９日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 城辺高茂岬線
南宇和郡愛南町古月１５４番から

同町古月１５３番まで
平成１９年７月３日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 城辺高茂岬線
南宇和郡愛南町古月１５４番から

同町古月１５３番まで

旧 ３．９～６．４ ０．０７３

新 ５．０～１５．３ ０．０６５

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 網代鳥越線
南宇和郡愛南町油袋９６番３から

同町油袋９７番１地先まで

旧 ６．０～９．４ ０．１２７

新 ９．３～２８．６ ０．１１５

愛 媛 県 報平成１９年６月１９日 第１８７１号

６９７



公 告

選挙管理委員会告示

�公 告

職業訓練指導員試験の実施について

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第３０条の規定に基づ

き、職業訓練指導員試験を次のとおり実施する。

平成１９年６月１９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験を実施する職種

� 学科試験（関連学科及び指導方法）を実施する職種

機械科、和裁科、木工科及び配管科

� 学科試験（指導方法）を実施する職種

職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４号）別

表第１１に掲げる全職種（�に掲げる職種を除く。）
２ 試験の実施期日

平成１９年９月３０日（日）午前１０時

３ 試験の実施場所

松山市西垣生町２１８４番地

独立行政法人雇用・能力開発機構愛媛センター

４ 受験申請書の提出期間

平成１９年７月２３日（月）から８月３日（金）までとする。ただ

し、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付け

る。

５ 受験申請書の提出先

松山市一番町４丁目４番地２

愛媛県経済労働部管理局労政雇用課

６ 合格発表

平成１９年１０月中旬に愛媛県庁前掲示板に掲示するほか、合格し

た者に通知する。

７ その他

� 受験手続の詳細を記載した受験案内及び受験申請書は、労政

雇用課において交付する。

なお、郵送を希望する者は、あて先を明記し、１２０円分の郵

便切手をはった返信用封筒を同封の上、労政雇用課へ申し込む

こと。

� この試験についての問い合わせは、労政雇用課職業訓練係（電

話（０８９）９１２―２５０３）にすること。

�愛媛県選挙管理委員会告示第５９号
愛媛県選挙公営実施規程（昭和４４年１１月１日愛媛県選挙管理委員会告示）の一部を次のように改正する。

平成１９年６月１９日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

別記第１９号様式を次のように改める。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 網代鳥越線
南宇和郡愛南町油袋９６番３から

同町油袋９７番１地先まで
平成１９年７月３日

愛 媛 県 報平成１９年６月１９日 第１８７１号

６９８



（投票所内の政党等の名称等の掲示）
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衆
議
院
名
簿
届
出
政
党
等
の
名
称

何
年
何
月
何
日
執
行

衆
議
院
比
例
代
表
選
出
議
員
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挙

衆
議
院
名
簿
届
出
政
党
等
名
称
掲
示

市
（
町
）
選
挙
管
理
委
員
会

（ふりがな）
参議院名簿登載者の氏名

（ふりがな）
略 称

（ふりがな）
参議院名簿届出
政党等の名称

何
年
何
月
何
日
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参
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院
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登
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者
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当
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と
な
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き
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備考 １ 文字は、すべて黒色で記載するものとする。
２ 「名簿届出政党等の名称」、「略称」及び「参議院名簿登載者の氏名」については縦書き、「衆議院名簿登載者の氏名及び当選人となる
べき順位」については横書きとし、名簿による候補者届出書の記載に従って、ふりがなを付するものとする。

愛
媛

県
報

平
成
１９
年
６
月
１９
日

第
１８７１

号

６９９



�愛媛県選挙管理委員会告示第６０号
愛媛県選挙事務執行規程（平成１２年３月愛媛県選挙管理委員会告示第２６号）の一部を次のように改正する。

平成１９年６月１９日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（報告等の経由）

第２条 市町委員会から県の選挙管理委員会（以下「県委員会」とい

う。）に対する報告（第１４条第３項及び第２４条第２項の規定による

速報を除く。）及び届出は、所轄地方書記長を経てしなければなら

ない。

２ 省略

第１８条の２ 省略

（衆議院議員又は参議院議員の再選挙又は補欠選挙における在外投票の

投票用紙及び投票用封筒を発送する日）

第１８条の３ 在外選挙執行規則（平成１１年自治省令第２号）第２３条第３号

に規定する当該選挙に関する事務を管理する選挙管理委員会が定める

日は、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める日とする。

� 衆議院議員又は参議院議員の統一対象再選挙（法第３３条の２第２項に

規定する統一対象再選挙をいう。以下同じ。）又は補欠選挙が同項の規

定により行われる場合 ９月１６日から翌年の３月１５日までにこれらの

選挙を行うべき事由が生じた場合は当該期間の直後の３月１６日、３月１６

日からその年の９月１５日までにこれらの選挙を行うべき事由が生じた

場合は当該期間の直後の９月１６日

� 衆議院議員又は参議院議員の統一対象再選挙又は補欠選挙が法第３３

条の２第３項又は第４項の規定により行われる場合 これらの選挙を

行うべき事由が生じた旨を県委員会が告示した日又は参議院議員の任

期満了の日前６０日に当たる日のいずれか遅い日

� 衆議院議員若しくは参議院議員の再選挙が法第３３条の２第１項の規

定により行われる場合又は参議院議員の統一対象再選挙若しくは補欠

選挙が同条第５項の規定により行われる場合 これらの選挙を行うべ

き事由が生じた旨を県委員会が告示した日

２ 法第３３条の２第７項の規定の適用がある場合における前項の規定の適

用については、同項第１号中「これらの選挙を行うべき事由」とあるの

は「同条第７項の規定により読み替えて適用される同条第２項に規定す

る遅い方の事由」と、同項第２号中「これらの選挙を行うべき事由」と

あるのは「同条第７項の規定により読み替えて適用される同条第３項又

は第４項に規定する遅い方の事由」と、同項第３号中「これらの選挙を

行うべき事由」とあるのは「同条第７項の規定により読み替えて適用さ

れる同条第１項又は第５項に規定する遅い方の事由」とする。

（報告等の経由）

第２条 市町委員会から県の選挙管理委員会（以下「県委員会」とい

う。）に対する報告

及び届出は、所轄地方書記長を経てしなければなら

ない。

２ 省略

第１８条の２ 省略

第３１号様式を次のように改める。

愛 媛 県 報平成１９年６月１９日 第１８７１号

７００



第３１号様式

その１（参議院比例代表選出議員の選挙以外の選挙の場合）

何 選 挙 開 票 結 果 速 報

届出順 候補者氏名 得 票 数

候 補 者 の 得 票 総 数 １

あ ん 分 の 際 切 り 捨 て ら れ た 票 数 ２

いずれの候補者にも属しない有効投票数 ３

無 効 投 票 数 ４

小 計 （投 票 総 数） ５

不 受 理 投 票 数 ６

計 計

投 票 者 数

同 上 の う ち 仮 投 票 等 の 数

市町名又は

開 票 区 名

発信者 発信時刻 午 前 時 分後

受信者 受信時刻 午 前 時 分後

注１ 衆議院比例代表選出議員の選挙にあっては、「候補者」とあるのは「名簿届出政党等」と、「候補者氏名」とあるのは「名簿届出政党等の

名称」と読み替えること。

２ 「同上のうち仮投票等の数」欄には、仮投票、代理投票の仮投票及び投票管理者において不受理にされ又は拒否された不在者投票（在外

投票を含む。）の数を記載すること。
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その２（参議院比例代表選出議員の選挙の場合）

参議院比例代表選出議員選挙開票結果速報（投票総数）

（Ａ）

得票総数の合計

（Ｂ）

按分の際切り

捨てた票数

（Ｃ）

いずれの政党

にも属しない

票数

（Ｄ）

有効投票数

（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）

（Ｅ）

無効投票数

（Ｆ）

投票総数

（Ｄ）＋（Ｅ）

（Ｇ）

不受理

（Ｈ）

その他持ち帰

り等

（Ｉ）

投票者総数

（Ｆ）＋（Ｇ）

＋（Ｈ）

市町名又は

開 票 区 名

発信者 確定時刻 午 前 時 分後 発信時刻 午 前 時 分後

受 信 者 受信時刻 午 前 時 分後

注 「（Ａ）得票総数の合計」欄は、各政党等ごとの投票総数を合計したものであること。
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その３（参議院比例代表選出議員の選挙の場合）

参議院比例代表選出議員選挙開票結果速報（名簿届出政党等別名簿登載者別得票数）

政党等の名称（届出番号）

名簿登載者

の得票総数

（ａ）

政党等の

得票総数

（ｂ）

得票総数

市町名又は

開 票 区 名

発信者 発信時刻 午 前 時 分後

受信者 受信時刻 午 前 時 分後

注１ 「政党等の得票総数（ｂ）」欄は、政党等の名称又は略称が記載された投票に係る得票数を記入すること。
２ 按分による小数点以下の数値がある場合は、小数点第３位（第４位以下を切り捨てる。）までの得票数を報告すること。
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雑 報

�公示送達
住所不明（ただし、戸籍の附票の住所 愛媛県北宇和郡津島町大

字近家乙１４６番地７） 楠本 壽文

住所不明 須山 恒男

住所不明 須山 マサ

住所不明（ただし、住民票の住所 愛知県豊田市三軒町３丁目５６

番地１９） 佐藤カズ子

住所不明（ただし、戸籍の附票の住所 愛知県津島市南本町５丁

目６２番地の２） 二宮 正孝

土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第６６条第３項の規定に基づ

き上記の者に送達すべき次の書類は、当収用委員会事務局（愛媛県

土木部管理局用地課）において保管してあるので、出頭の上、その

交付を受けてください。

なお、この書類を受領しないときは、土地収用法施行令（昭和２６

年政令第３４２号）第５条第５項の規定により、平成１９年７月９日を

経過した時にその書類の送達があったものとみなされます。

平成１９年６月１９日

愛媛県収用委員会

会長 矢 野 隆 三

平成１９年３月２８日付け裁決書

平成１９年６月１９日 発行

愛 媛 県 報平成１９年６月１９日 第１８７１号

７０４


